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国際的な制度である環境マネジメントシステム認証制度が
広く普及し，国内の登録は 2万件を超え，地球環境を守り改
善していくために役立っています。この制度は「環境 ISO」と
もいわれています。この制度が始まったのは 1996年で，これ
までは環境マネジメントシステム審査登録制度といわれてきま
したが，2007年から，各種のマネジメントシステムの審査登
録制度は一般的に認証制度といわれるようになりました。
この制度が効果を発揮するには，消費者，生活者あるいは
学生の皆さん，そして行政関係者など，社会全般の理解と支
援が欠かせません。環境 ISOの取り組みを簡単に紹介するこ
の小冊子は2003年に発行されて多数ご利用いただきましたが，
このたび改訂することになりました。この小冊子が，環境 ISO
の一層の普及に，少しでもお役に立つようにと願っています。
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環境 ISOともいわれる環境マネジメント
システム認証制度は，図 1に示すように三
つの要素が鎖のように連携して成り立って
います。
第 1は，ISO 14001環境マネジメントシ

ステムという規格です。工場や事務所，製
造・建設・交通・運輸などの会社，百貨店
やスーパー，ホテル，大学や研究所，自治
体などあらゆる組織がこの規格の要求事項
に従って組織の環境マネジメントシステム
を構築します。
第 2は，認証の制度，すなわち組織の環

境マネジメントシステムを審査して規格の
要求に合っていればその組織を登録する制
度と，それを支える国際的な基準類です。
また，認証を行う機関（認証機関）を認定
する機関（認定機関）も必要になります。
第 3は，認証などの実施です。制度があっ
ても，その運用や実施が適切に効率的に行わ
れなければなりません。とくに，さまざま
な方面で，制度に関係する人材を確保し，
その力量を向上させる努力が欠かせません。

その認証制度は，図 2に示すように，次
の 5種類の機関・組織及び関連する審査員
研修機関で構成されています。
①　認定機関である（財）日本適合性認定協
会（JABとも略称されます）：認証制度の
扇のかなめにあって，2種類の機関を認
定しています。認定とは，制度を構成し
ている機関が基準に定められた要件を満
たすようにその業務を遂行できるかどう
かを審査して認める行為をいいます。
②　環境マネジメントシステム認証機関：
会社や自治体などの組織の環境マネジメ
ントシステムが ISO 14001の要求する事

項を満たしているか審査して合格してい
れば登録します。公平で客観的な審査を
することが求められます。その行為を認
証といいます。従来，これを審査登録と
いうこともありました。40強の認証機関
が活動しています。
③　認証を受ける組織；認証制度が 1996年
にスタートして，2007年 3月末現在で 2
万件を超えました（図 3）。いわゆる企業
だけでなく，自治体などいろいろな組織
が参加していますので，企業といわずに
組織という言葉を使います。
④　審査員評価登録機関：誰が審査できる
能力をもっているかという情報を公開で
きるように，審査員評価登録機関が作ら
れています。環境関連の審査員評価登録
機関のうち国内に事務所を持っている機
関は 2機関あります。それらは，（社）産
業環境管理協会（CEAR/JEMAI）〔JAB
認定〕と国際審査員登録機構（IRCA）で
す。CEAR/JEMAIに登録されている審査
員は，主任審査員，審査員，審査員補の
3段階に評価され，現在，主任審査員約
1,600人，審査員約 1,000人，審査員補

環境 ISOは，組織の環境マネジメントシステムが適切であることを実証します

ISO 14001の制定 
（ISO：国際標準化機構） 

認定・認証のための 
基準類（ISOや IAF） 

認定・認証の実施 
（JABや認証機関） 

図1 環境 ISOの三つの要素



8,500人弱，合計約 11,100人に上ってい
ます（2007年 4月 15日現在）。

⑤　審査員研修機関：審査員を養成し研修
する場である審査員研修機関も，これま
では認定機関が認定を行ってきました。
しかし，関連する国際標準が改訂され，
審査員研修機関は審査員登録機関（もっ
と一般的な用語では要員認証機関）が承
認するという制度に変わりました。しか
し，従来と同じく制度の健全な維持のた
めに重要な機能を果たしています。

この制度の目的は，組織が良い環境マネ
ジメントシステムを作って適切に運用して

いることを社会や市民，取引先，あるいは
金融・投資機関に向けて実証することです。
そのためには，それぞれの組織とは利害関
係のない独立した認証／認定機関が公正に
審査することが基本になります。
大学の卒業証書などのように一度もらう
とそれっきりのものと違って，1年以内の
定期審査（サーベイランスともいいます），
3年ごと（認証機関は 4年ごと）の更新審
査を行い，マネジメントのレベルが向上す
るように促しながら継続的に認証／認定が
行われます。
さらに，国際的な基準類を使用すること
によって，世界に通用する仕組みになって
います。認証機関などを認定する（財）日本
適合性認定協会のようなかなめになる認定

機関は国ごとに設置され，各国の認定機関
は国際的な組織（IAF）を作って互いの評価
を行うことで制度が適切に運用されている
かを監視しています。
（財）日本適合性認定協会では，認定審査
員が機関を審査し，その報告書がマネジメ
ントシステム認定委員会に提出され，そこ
で最終的に認定の可否が判定される仕組み
になっています。また，基準や審査の課題
は技術委員会で検討し，毎年シンポジウム
や公開討論会を開催し，さらに苦情を受け
付けて対応する仕組みを作るなどして制度
の改善に努めています。このようなさまざ
まな活動を積み重ねて，社会から信頼され
る制度を維持し改善するように努力されて
います。

①
日
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④組織 

審査員候補 

③審査員評価登録機関 

⑤審査員研修機関 

②環境マネジメント 
　システム認証機関 

図 2 環境 ISOの仕組み
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環境 ISOで基本となる環境マネジメント

システムは，その要求事項が ISO 14001で

決められています。ISOは，国際標準化機

構の略です。これは，1996年に発行され，

日本では日本工業規格 JIS Q 14001として発

行されました。その後，2004年に改訂され，

「環境マネジメントシステム―要求事項及び

利用の手引 JIS Q 14001 : 2004」となってい

ます（図 4）。

組織がその目指す目的や目標を達成する

ために構築する経営管理の仕組みをマネジ

メントシステムといいます。環境マネジメン

トシステムは，組織を取り巻く地域的な環

境から地球規模の環境までを考えて，その

保全や改善を目指す経営管理の仕組みです。

ISO 14001は，環境マネジメントシステ

ムの実行にあたって組織がもつべき要素を

定めています。例えば，環境保全を考えた

組織の活動の基本的な考え方を，環境方針

として明らかにすることを求めています。

環境方針は，公表することになっていま

すので，インターネットのウェブサイトや

環境報告書などで見ることができます。一

例を，図 5に示します。

ISO 14001 は，環境マネジメントシステムに必
要な要素を決めています

図4 ISO 14001と JIS Q 14001

玉川学園   環境方針  
1．基本理念 本学園は，全人教育を第一の教育信条とし，学問をはじめ，

道徳，芸術，宗教，身体，生活という人間文化を調和的に豊

かに形成することを目指しています。さらに教育にとっての

自然環境の重要性を認め，自然の尊重も教育信条として掲げ

ています。 
21世紀へ向けて，より玉川教育を充実させるために，環境

教育を児童，生徒，学生及びその父母に行い，人類の活動が

環境に与える影響を明確に捉えることを新たな教育方針とし

ていきます。これは学校のみならず家庭，社会，そして広く

は国際社会のあらゆる場所が教育の場という意識を持ち，地

球環境の維持及び向上に貢献する活動を推進するものです。 

2．スローガン 生活環境改善活動の積極的な推進と，次世代のためにそれ

を担いうる人材の育成 3．基本方針 （1）本学園の教育信条に則り，環境教育を通して未来思考型

の活動に取り組みます。 （2）環境関連の法律，規制，協定，国際的環境指導原則の要

求事項を遵守するとともに，自主基準を制定します。 

（3）環境目的及び目標を定め，環境マネジメントシステムの

継続的な改善を図ります。 
（4）本学園は，以下の項目について優先的に活動し，環境維

持と汚染防止に取り組みます。 
① 児童，生徒，学生への環境教育の実施。 
② 各家庭での環境教育の展開に努める。 
③ 本学園教職員，家庭，取引関係先を含めたゼロエミッ

ション活動への挑戦。 ④ 本学園で購入する物品のグリーン調達。 
全教職員がこの環境方針を認識し，児童，生徒，学生に対

しては周知させます。また，この環境方針は，広く本学園内

外に公表します。 
 

2000年9月1日 
 

　学校法人 玉川学園 
 

　　理 事 長 

小　原　芳　明 

図5 環境方針の例
（協力：玉川学園）



ISO 14001では，環境方針を公表し，そ

れに基づく目標を達成するための計画を立

て，その計画をきちんと実施するための組

織体制や仕事の手順を決めて実行し，決め

たことが着実に実行されているか記録した

り監査したりして点検し，経営者が責任を

もってシステムを見直しながら継続的に改

善していくことを求めています。

このような計画（Plan），実施（Do），点

検（Check），見直し（処置 =Act）の順に繰

返して行っていくことを PDCAサイクルを

回すといいます。図 6に，ISO 14001の

PDCAサイクルと要求されている主な項目

を示しています。もちろん，環境に関する

法規制を守り，従業員に必要な教育訓練を

行うことも大切です。

環境方針やその実施計画を立てるには，

組織の活動と製品・サービスが環境にどの

ような影響を及ぼしているか，その原因と

なる活動，製品の材料，あるいは製品の使

い方に問題はないかなどをよく考えなけれ

ばなりません。環境に及ぼす影響を「環境

影響」，その原因となる事柄を「環境側面」

といいます。例えば，有害な物質を含んだ

まま廃棄物を不適切に放置すると，土壌を

汚染したり地下水を汚したりしかねません。

また，火事，洪水，地震などの事態が生じ

たときに，有毒ガスが漏れたりすると地域

の住民や工場で働く人々の健康や命に関わ

ることになります。

ISO 14001では，著しい環境影響とその

環境側面を十分に取り上げ，緊急時にも適

切な対応ができるように，日ごろから対処

する手順を決め，それが確実に実施できる

ように訓練しておくことを要求しています。

継続的改善 

Act 
処置（見直し） 
●マネジメン
トレビュー 

Check 
点検 

●監視と測定 
●順守評価 
●不適合ならびに是正
処置及び予防処置 

●記録の管理 
●内部監査 

Plan 
環境方針・計画 

●環境側面 
●法的及び 
　その他の要求事項 
●目的，目標 
　及び実施計画 

Do 
実施及び運用 

●資源，役割，責任 
　及び権限 
●力量，教育訓練，自覚 
●コミュニケーション 
●文書類　●文書管理 
●運用管理 
●緊急事態への準備 
　及び対応 

図 6 PDCAサイクル（主な要求項目を記入）



今，日本の多くの企業，自治体，学校など

が，地球の環境，地域の環境，人々の安全

や健康を守るための活動に取り組んでいま

す。その様子はインターネットでもいろい

ろと見られますが，詳しくは企業が発表し

ている環境報告書に書かれています。環境

報告書は，環境マネジメントを勉強するた

めの大変良い教材になっています。最近で

は，企業の社会的責任（CSRといわれます）

に対する関心が高くなり，環境・社会報告

書，CSR報告書などさまざまな名称が付け

られていますが，多くの企業の報告者はホ

ームページで見ることができます。是非，

いくつかの報告書を読んでみてください。

環境報告書を読むと，企業の環境への取

り組みが広がっていて，環境に配慮する経

営を企業の社会的責任と考えていることが

わかります。環境マネジメントシステム認

証制度は 1996年に始まりましたが，2007

年 6月末には 2万件を超えました。今では，

多くの企業で ISO 14001の環境マネジメン

トシステムが経営管理の中に当然のように

定着し，企業の経営の基盤になっています。

そこでは，電気・ガス・石油などをはじめ

鉱物などの資材や部品についても余計な資

源を使わないようにしたり，廃棄物を減ら

したり，製品のリサイクルや再使用を行っ

たり，有害物質の使用を減らしたり，その

管理を厳しくしたり，さらに製品の設計段

階から環境配慮したモノづくりを進めたり，

流通を効率化してトラックなどの排気ガス

による大気汚染を改善したり，ホテルでは

無駄なタオルや石鹸の使用を減らしたり，

さらには地域の緑化や子供への環境教育な

どさまざまな社会的な貢献を行っているこ

とが報告されています。次に身近なところ

での取り組みを写真などで見てみましょう。

環境 ISOは，身近な事業所でも見られます

アイドリングSTOP

図7 流通業界では
環境に優しい低燃費，低公害のハイブリ
ッドトラックを採用した例があります。

（協力：西濃運輸（株））



図10 鉄道で
世界初のディーゼルハイブリッド鉄道車両として小海線（小淵沢―小諸間）
でデビュー

（協力：東日本旅客鉄道（株））

図8 学校で
ごみの分別収集を行って，資源のリサイクルに努めています。

（協力：玉川学園）

図11 スーパーで
レジ袋削減のためにさまざまな方法で使用量削減を進めています。

（協力：日本生活協同組合連合会）

図9 建設の現場で
産業廃棄物の減少に努め，省エネなど環境に優しい建物造りを研究
しています。

（協力：（株）竹中工務店）



環境マネジメントシステム認証制度で，

2007年 9月末には 2万件を超えた組織が

JABに公表されていますが，なお一層，増

加する傾向にあります。環境 ISOは，日本

だけでなく世界の国々が熱心に取り組んで

いますが，日本は世界をリードしてきまし

た。既に大規模な企業はもとより，数の上

では中小の企業が多数を占めるようになっ

ていることも素晴らしいことです。

また，日本の環境 ISOについては，官庁

や地方自治体など約 400の公共団体が登録

をしていることもその特徴の一つです。現

在，日本は環境省や経済産業省を中心に，

地球温暖化の防止や循環型社会の実現を目

指し，国も地方自治体も環境基本計画を策

定してその実施に努めています。自治体を

はじめ多くの組織が環境マネジメントシス

テムを構築し，それぞれが具体的な目標を

もって環境保全や改善に努めていることは，

循環型社会の実現に大きく寄与しています。

皆さんの地域の自治体では環境 ISOに取り

組んでいるでしょうか。皆さんが住んでい

る都道府県や市区町村の状況を調べてみて

ください。

環境マネジメントシステムの実施段階で

は，各組織は，環境方針に基づいて，具体

的な目的や目標を設定して，その実現を目

指しています。目標は，組織によって異な

りますが，一般的なものは，電気，ガス，

石油などを利用するエネルギーの削減，紙

などの商品の節約，ごみの減少などです。

これらは，従来の省エネや省資源活動に

一段とはずみをつけ，それまで無関心であ

った町のオフィスも参加して，ちりも積も

れば山となるというような大きな効果をあ

げています。これは，CO2の削減にも役立

っています。

産業界全体では運輸・輸送分野での CO2

の排出の改善が難しかったり，全体の 20％

を占める家庭や個人の部門でもエネルギー

の使用が増えたりしています。地球の温暖

化対策として日本全体で CO2を削減するに

は今後の相当な努力が必要ですが，環境マ

環境 ISO は，地球温暖化防止や地球環境
の保全に貢献しています

図12 「蝶の道プロジェクト」
環境 ISOにより，地域ぐるみの活動を進めてい
る自治体も多い。これは，学校，企業，地元商
店街などと連携して草花を植え，蝶の生息環境
をつくって都市に自然を再生させようという活
動です。
（協力：東京都品川区役所，蝶の道プロジェクト事務局）



ネジメントシステムの普及はその重要な手

段の一つになっています。

リサイクル法が整備されて，容器包装，

食品，複写機，パソコン，家電製品，自動

車などのリサイクルが進んでいます。消費

者，メーカー，自治体のそれぞれが応分の

負担をして，資源が循環されて無駄なく使

われる社会の構築を目指しています。

環境マネジメントシステムを導入してい

る組織では，リサイクル（再資源化）やリ

ユース（製品そのものや部品としての再使

用）に積極的に取り組んでいます。また，

環境に優しい製品やサービスを購入する

「グリーン購入」にも心掛けています。しか

し，組織であれ個人であれ，購入した製品

やサービスが，その購入目的に合う機能

（はたらき）を発揮してくれなかったり，

値段が高すぎたりすれば，いつまで

も買い続けてはくれません。

そこで，製品やサービスを

提供する側でも，適切な価格，

顧客が必要な量や納期を確保

した上で，環境に優しいもの

を開発しなければなりませ

ん。

環境に優しいとは，作るとき，使うとき，

捨てるとき，リユースやリサイクルすると

きという製品の一生（ライフサイクル）を

通じて，環境への負荷が低いということで

す。これは大変広範囲にわたることです。

また，環境への負荷としては，省エネ，省

資源はもとより，人や生物に有害なリスク

のある物質を使わないこと，さらには騒音

や排出・排気などさまざまな問題に配慮し

なければなりません。

産業部門 
（工場等） 

エネルギー転換 
部門（発電所等） 

6.4％ 
75.5百万トン 家庭部門 

14.0％ 
166百万トン 

業務その他 
部門（商業・ 
サービス・事 
業所等） 

19.7％ 
233百万トン 

21.5％ 

217百万トン 

164百万トン 

127百万トン 
67.9百万トン 

482百万トン 

455百万トン 
38.4％ 

45.6％ 

6.4％ 

12.0％ 

15.5％ 

20.5％ 

254百万トン 

産業部門 
（工場等） 

エネルギー転換 
部門（発電所等） 

6.4％ 
75.5百万トン 家庭部門 

14.0％ 
166百万トン 

業務その他 
部門（商業・ 
サービス・事 
業所等） 

19.7％ 
233百万トン 

21.5％ 

217百万トン 

164百万トン 

127百万トン 
67.9百万トン 

482百万トン 

運輸部門（自動車・船舶等） 

455百万トン 
38.4％ 

45.6％ 

6.4％ 

12.0％ 

15.5％ 

20.5％ 

254百万トン 

内側の円：京都議定書の基準年1990年 
（10億5900万トン） 

外側の円：2006年度速報値 
（11億8400万トン） 

図 13 2006年度の各温室効果ガス排出量の部
門別内訳

（出典：環境省）
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図14 グリーン購入と環境適合設計



環境マネジメントシステムでは，組織ご

とに，組織の活動，製品またはサービスの

環境影響を考えて，環境に悪い影響を減ら

し，良い影響を増やすようにします。組織

というものは，何らかの製品やサービスを

別の組織や消費者に売ってその代価を貰う

ことによって成り立っていますので，どう

しても沢山の物やサービスを売り利益をあ

げることに関心があります。それ自体は，

組織が人々の働く場を作りだし，社会が必

要とするものを提供するという社会的な責

任を果たすために悪いことではありません

が，その活動が社会的正義や公正に反しな

いように，買う方の立場にある消費者や生

活者が組織に対して常に影響力を発揮して

いただくことが大切です。

特に，環境問題は，生活者一人一人に関

係することですから，生活者自身の行動や

生活も環境に優しくすることはもちろんの

こと，組織活動や産業界の活動にも目を配

ることが欠かせません。

そこで，環境 ISOに関係する委員会や機

関では，消費者の代表や学識経験者に参加

してもらっています。ISO 14000シリーズを

審議する環境管理規格審議委員会，その下

の小委員会，環境マネジメントシステム認

証機関などを認定する（財）日本適合性認定

協会のマネジメントシステム認定委員会や

評議員会，認証機関に置かれる認証のため

の判定委員会などには消費者団体や生活者

団体からの代表が参加しています。

環境 ISOには，消費者代表も参加しています
決め手は情報公開です

図15 消費者・生活者の視点 図16 消費者・生活者代表の参加



これまで，公害問題をはじめ，組織はい

ろいろな環境問題を起こしましたが，それ

らの失敗の経験を今後の環境マネジメント

に活かしていくには，組織の内部で真実の

情報が伝わること，組織の外部にも真実の

情報が公開され，組織と関係者の相互のコ

ミュニケーションを十分に図ることが基本

となります。

日本の社会は残念ながら，組織の不祥事

を隠したり，周辺地域へ危険となる事柄を

十分に知らせなかったり，たまたま明らか

になった不祥事に不適切に反応したりして，

組織と消費者や住民との信頼関係が十分に

高いとはいえません。

最近は，環境コミュニケーションや環境

リスクコミュニケーションという言葉が定

着してきていますが，環境報告書などに，

組織にとってマネジメント上の失敗のよう

な環境面の事件を掲載するようにもなって

きました。環境マネジメントの正しい情報

が公開されることによって組織にとっても

社会にとっても有利となる状況を作り出し

ていくことが望まれます。

図17 消費者・生活者との環境コミュニケーション



ISO ＝国際標準化機構（International 
Organization for Standardization） 
専門委員会（TC＝ Technical Committee）
を設置して，ネジや写真フィルム感度をはじ
め多くの標準を作成している民間の国際団体
です。そこで作成された標準や基準は，ISO
＃＃＃というように番号が付けられています。
環境マネジメントの ISO 14000シリーズは
ISO/TC207で審議され，60か
国以上が参加しています。ISOは，
マネジメントシステムの監査に
関するガイドライン ISO 19011，
認定機関や認証機関が守るべき
要件を規定する基準類も作成しています。

ISO 14000シリーズ 
ISO/TC207で審議作成されている一連の
国際標準で，環境マネジントシステムの要求
事項（ISO 14001），そのガイドライン（ISO 
14004）をはじめ，環境に優しい製品に貼ら
れる環境ラベルの原則に関するガイドライン，
製品の環境影響を製品の一生にわたって評価
するためのライフサイクルアセスメントのガ
イドライン，環境マネジメントの実績を評価
するための環境パフォーマンス評価に関する
ガイドライン，環境適合設計に関する技術文
書，用語の定義集などのほか，品質マネジメ
ントを扱う ISO/TC176と共同でマネジメン
トシステムの監査に関するガイドライン
ISO 19011などを発行しています。

JIS＝日本工業規格 
（Japanese Industrial Standards） 
工業標準化法に基づいて日本工業標準調査

会が審議する標準で，環境マネジメントや品
質マネジメント関係の規格は適合性評価部会
で審議されています。環境マネジメント規格
は，JISの Q 14000シリーズに収められてい
ます。 

（財）日本規格協会（JSA ＝ Japanese 
Standards Association） 
多くの日本工業規格（JIS）の作成を行い，

JISの出版・販売・普及活動を行っています。
環境マネジメントシステムについては，環境
管理規格審議委員会の事務局として，その総
括的事務，環境マネジメントシステム，環境
監査，環境適合設計，環境コミュニケーショ
ンなどを担っています。また，別の部門では
研修機関としても活動しています。品質マネ
ジメントシステムについてもいろいろな活動
を行っています。

（財）日本適合性認定協会 
（JAB＝The Japan Accreditation Board 
for Conformity Assessment） 
環境マネジメントシステム認証制度のかな
めにあって，国際的な基準に従って，関係機
関を認定する役割を果たしています。JABに
は，認定委員会が置かれ，消費者・生活者の
代表も参加して，認定のための最終段階での

判定を行っており，技術的問題
を検討する技術委員会や苦情を
受け付ける制度もあります。毎
年，環境マネジメントシステム
認証制度の状況についてアンケ

ート調査を行い，シンポジウムや公開討論会
も実施し，制度の継続的改善に努めています。
JABは，環境マネジメントシステム認証制度
のほかに，品質マネジメントシステム認証制
度，試験所認定制度，製品認証制度，要員認
証制度などの中核を担う認定機関です。認定
された機関は，JABのシンボルマークが使用
できます。

6．環境マネジメントの用語の説明 

環境管理規格審議委員会 
ISO/TC207に対応する日本国内の委員会で，
日本工業標準調査会の委託を受けて環境マネ

ジメント関係規格を審議しています。1993
年に発足し，消費者団体の代表も委員として
参加しています。事務局は，（財）日本規格協
会と（社）産業環境管理協会に分割して置かれ
ています。ISO 14000シリーズの JIS化も取
り扱っています。



IAF（＝International Accreditation Forum，
Inc. 国際認定機関フォーラム） 
各国に置かれている認定機関を中心に組織
されている国際機関で，国際的に統一された
適合性評価制度を推進するために，ISOなど
の基準文書を補完するガイダンス文書を作成
したり，相互承認のためにお互いの機関の評
価を行っています。

適合性評価制度 
（Conformity Assessment System） 
自由で公正な世界貿易が行われるように，
共通の基準に基づいて，製品を認証したり，
機関や組織のマネジメントシステムを認定・
認証したり，人に関する資格を認証したりす
る制度で，法律に基づく分野を強制分野，法
律はないが産業界の合意などに基づいて実施
される分野を任意分野といいます。環境マネ
ジメントシステム認証制度は，任意分野の適
合性評価制度の一つとして，日本工業標準調
査会で審議されています。

（社）産業環境管理協会（JEMAI） 
公害防止・環境管理に関する資格制度・研
修・普及の活動を行っています。環境管理規
格審議委員会のもう一つの事務局として，環
境ラベル，環境パフォーマンス評価，ライフ
サイクルアセスメントなどを担当しています。
また，環境マネジメントシステム審査員評価
登録センターを運営しています。

監査（Audit） 
監査とは，監査基準が満たされている程度

を判定するために，監査証拠を収集し，それ
を客観的に評価するための体系的で，独立し，
文書化されたプロセス（相互に関連する一連
の活動）のことです。環境マネジメントシス
テムを対象とする監査には，内部監査と外部
監査があり，環境マネジメントシステム認証
制度の審査は外部監査に相当します。内部監
査は，組織の外部の人に依頼することもあり
ますが，組織内部の経営管理の改善を目的に
組織自身で行うもので，ISO 14001の要求事
項の一つです。

認定・認証（審査登録） 
環境マネジメントシステム認証制度をはじ

め，適合性評価制度では，認定という言葉は，
認定機関が認証機関などを一定の基準に従っ
て運営されていると認めるときに使用され，
認定証が発行されます。認証機関が組織の環
境マネジメントシステムを審査して，ISO 
14001の要求事項を満たしていることを認め
ることは，認証あるいは審査登録といわれ，
認証（審査登録）証が発行されます。

環境適合設計 
（DfE＝Design for Environment）
環境に優しい製品やサービスを設計し開発
するための一連の活動とその方法論を環境適
合設計といい，ISO 14000シリーズでは TR 
14062として技術レポートが発行されています。

環境ラベル 
環境に優しい製品であることを示すために
製品に貼られるラベルです。厳密な LCAに
基づいて環境に優しいことを実証することは
難しく，多くの場合重要な側面について基準
を設け，それに適合していることを示すよう
にしています。消費者にとって製品に貼付さ
れているラベルがどういう基準に基づき，ど
のように適合性を確認しているかを理解する
ことも大切です。

ライフサイクルアセスメント 
（LCA＝Life Cycle Assessment） 
製品の開発・生産から使用段階を経て廃棄

あるいは回収リサイクルされる一生について，
環境への影響を収集されたデータに基づいて

評価する方法で，ISO　14000シリーズでは，
詳しいガイドラインが発行されています。冷
蔵庫のような家電製品では，製品に使われる
鉄板などの資材や沢山の部品がどこでどのよ
うに作られたか，開発生産段階でどのような
装置が使われ，どれだけエネルギーが使われ
たか，流通・供給段階ではどのように輸送さ
れたか，製品の使用段階では電力などがどう
消費されるか，廃棄段階ではどのような影響
があるかなど，複雑な分析が行われます。



・経済産業省
http://www.meti.go.jp

地球環境対策，循環型社会形成，環境ビジネ
ス振興，化学物質対策，家電リサイクル法，
消費者政策，基準認証・知的基盤・計量行政，
日本工業調査会，製造産業（自動車・バイ
オ・繊維・化学・アルコール・人間生活シス
テムデザイン・医療福祉機器），情報政策（情
報セキュリテイ政策など），商務・流通・サー
ビス，資源エネルギー，原子力安全・保安ほ
か
・環境省

http://www.env.go.jp/
〇環境省が一元的に担当する分野
政府全体の環境政策の企画立案・推進，環境
基本計画，公害防止計画，廃棄物対策，大気
汚染，水質汚濁などの公害を防止するための
規制，監視測定，自然環境保全・整備ほか
〇環境省が他の府省庁と共同で担当する分野
〇環境省が環境保全の観点から勧告などによ
り関与する分野

・国立環境研究所
http://www.nies.go.jp/index-j.html

地球温暖化対策の具体化，環境ホルモンによ
る健康影響の解明と対策，水質汚濁問題，廃
棄物問題，微生物の活用などの研究活動ほか
・（社）日本経済団体連合会

http://www.keidanren.or.jp/indexj.html
日本経済団体連合会は，2002年 5月に経団連
と日経連が統合して発足した総合経済団体。

経済界の意見のとりまとめ，政治，行政，労
働組合，市民を含む幅広い関係者との対話，
国際的な問題の解決と諸外国との経済関係の
緊密化を図っている。
・（財）日本適合性認定協会

http://www.jab.or.jp/
適合性評価制度に関わる事業：マネジメント
システム認証機関・試験所・要員認証機関・
製品認証機関などの認定，登録及び公表，品
質マネジメントシステム（ISO 9001）・環境マ
ネジメントシステム（ISO 14001）などの適合
組織（会社など）の公表，海外との相互承認
の推進，調査・研究，普及など

・（財）日本規格協会
http://www.jsa.or.jp

JISの普及事業，調査・研究，管理技術教育・
普及，品質管理・品質工学の技術指導，海外
規格の頒布，海外技術協力，国際標準化協力
事業全般，環境マネジメント・品質マネジメ
ント認証事業，JISマークの認定，説明会・講
習会，JIS・書籍などの普及
・（社）産業環境管理協会

http://www.jemai.or.jp/index-j.asp
環境管理に関する諸活動
環境アセスメント手法の開発，環境保全に関
わる調査・研究，地球温暖化などの対策に関
する調査・研究，環境管理の普及，環境マネ
ジメントシステム審査員評価登録業務，ライ
フサイクルアセスメントの調査・研究など

・（社）日本消費生活アドバイザー・コンサ
ルタント協会

http://www.nacs.or.jp/
消費生活アドバイザーと消費生活コンサルタ
ントとを会員として構成された消費者問題の
専門家集団。消費者利益と企業活動の調和を
目的に，消費者被害救済，企業の消費者志
向・CSR（社会的責任），環境・省エネルギー，
個人情報保護等消費者関連等の分野での活動
を展開。
・グリーン購入ネットワーク

http://www.eco.goo.ne.jp/gpn./
環境への負荷が少ない製品やサービスの優先

的購入を勧める全国ネットワーク
・全国消費者団体連合会

http://www.shodanren.gr.jp/shokai1.htm
全国消団連は「消費者の権利の確立とく

らしを守り向上をめざすため全国の消費者組
織の協力と連絡をはかり，消費者運動を促進
すること」を目的として設立，消費生活に関
連する諸問題や制度及び消費者運動の進め方
などについて，調査研究，情報の交換を行っ
ている。
・主婦連合会

http://www.shufuren.gr.jp/02katsudo_top.htm
生活者重視の社会を実現する運動，安心・安
全な暮らしを実現する運動，食生活を見直し，
食料の自給率を高め，安全な食べ物を生産し
消費する運動，限りある資源を大切にし，環
境破壊から暮らしを守る運動，情報化社会に
おける「消費者の権利」を確立する運動，消
費者活動を強める運動

7．情報がほしい人のために 



・消費科学連合会
http://www.shokaren.gr.jp/

消費科学連合会は，加盟団体数 35団体，会員
約 6千人，全国通信調査員 1,000人を擁し，
「消費者の利益を守る運動体」として組織され
ている。
・地球環境パートナーシッププラザ

http://www.geic.or.jp/geic/
・日本消費者連盟

http://www1.jca.apc.org/nishoren/
・（財）日本消費者協会

http://www1.sphere.ne.jp/jca-home/
昭和 36年 9月に設立された，新しい時代の新
しい消費者運動の推進機関。一人一人の消費
者にかわって，中立公正な立場で商品テスト
を行い，その結果を『月刊消費者』に掲載し
て，消費者の商品選択に役立たせている。日
常の苦情相談などを通じ，消費者を代表して
生産者や流通業者，行政，業界団体などにそ
の声を伝える。
・新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）

http://www.nedo.go.jp
・持続可能開発国際研究所（IISD）

http://www.iisd.ca/linkages/
UNFCCC交渉の議事録（Earth Negotiations
Bulletin）や国際機関の情報を掲載
・気候変動枠組条約事務局

http://unfccc.int/
・産業廃棄物処理事業振興財団

http://www.sanpainet.or.jp
産業物処理業者の情報提供
・（財）省エネルギーセンター

http://www.eccj.or.jp/index.html 

エネルギーの有効利用と地球環境保全など，
生活・産業の省エネルギー推進と調査研究や
技術開発を行っている。
・（財）日本容器包装リサイクル協会

http://www.jcpra.or.jp
法に基づく特定事業者からの受諾による分別
基準適合物の再商品化の実施，容器包装廃棄
物の再商品化に関する普及・情報提供ほか
・（財）家電製品協会

http://www.aeha.or.jp
家電製品の使用に関する消費者啓発，製造物責
任関連の検討及び調査研究，消費者相談室など

・JIS Q 14000ファミリー
ISO・JIS規格票については，日本規格協会に
て購入可，ウェブサイトでも紹介入手可能。
・対訳 ISO 14001 : 2004環境マネジメントシステム

吉澤正編著／（財）日本規格協会
・ISO 14000入門

吉澤正著／日経文庫
・やさしいシリーズ 2 ISO 14000入門

吉村秀勇著／（財）日本規格協会
・ISO 14001入門　環境マネジメントシステムと
その実際

吉澤正編著／（財）日本規格協会
・適合性評価ハンドブック
（財）日本適合性認定協会編／日科技連出版社

・ISO 14000環境マネジメント便覧
茅陽一監修・吉澤正編／（財）日本規格協会

・環境マネジメント－用語
－ JISQ14050： 2003（ISO14050）－
（財）日本規格協会編
・対訳&解説　ISO 14040/JIS Q 14040 ライフサ
イクルアセスメント－原則及び枠組み－

石谷久・赤井誠監修／
（社）産業環境管理協会発行／（財）日本規格協会発売
・環境にやさしいものづくりの新展開
吉澤正・横山宏・中山哲男編著／（財）日本規格協会

・環境コミュニケーション入門－ ISOガイドラ
インからの展開！
吉澤正編（吉澤・後藤俊彦・松本清文共著）／（財）日本規格協会

・企業における環境マネジメント（シリーズ）
吉澤正監修編著／福島哲郎編著／日科技連出版社

・環境白書　環境省編
・産業環境ビジョン　通商産業省環境立地局編／
（株）通産資料調査会
・アジェンダ 21 外務省・環境庁監訳「エネル
ギーと環境」／
（株）エネルギージャーナル社
・海外規格基礎知識シリーズ

ISO規格の基礎知識〔改訂 2版〕
（財）日本規格協会
・月刊誌標準化と品質管理
（財）日本規格協会
・月刊誌「環境管理」
（社）産業環境管理協会
・月刊誌「環境自治体」
日本工業新聞社
・月刊誌「日経エコロジー」
日経 BP社



以前から，一般の消費者・生活者や学生

の方々を対象に，環境 ISOを簡単に説明し

たパンフレットがないとの消費団体などか

らのご意見がありました。そこで，この小

冊子は，日本規格協会から発行された

『ISO 14000環境マネジメント便覧』が日経

品質管理賞を受賞したときに，その副賞を

小さい種に，日本適合性認定協会と日本規

格協会の大きな支援を受けて作成されまし

た。今回の改訂にあたっても，多くの企業

から環境活動を示す写真やポスターの掲載

について快くご協力いただきました。ここ

に記して感謝致します。

末筆ながら，多忙の中，多くの時間をさ

いて小冊子の編集にあたり貴重な提案をし

て下さった方々及び制作事務にご協力いた

だいた方々を紹介致します。本小冊子が，

多くの機会に利用され，環境 ISOのご理解

に少しでもお役に立てば幸いです。

2007年 11月吉日

吉澤　正

岡本　裕　加山英男　黒田元信
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